




















































Leçon de droit civil.tome2.vol1.9e?d,montchrestien,p.323et s,p.1152et s;Chr.
Larroumet,Droit civil.tome3.Les obligations.Le contrat.4e?d,Econmica1998,
p.455et s;F.Terre＝Ph.Simler＝Y.Lequette,Droit civil.Les obligations.7e?d,
Dalloz 1999,p.323et s;J.Carbonnier,Droit civil.Les obligations,Press univer-
sitaire de France 2000,p.213et s;J.Ghsetin,Traite?de droit civil.Les effets du
 


























るものに、例えば、F.Terre?＝Ph.Simler＝Y.Lequette, Droit civil. Les obliga-
tions.8e?d.Dalloz.2002,p.88et s,352et s;J.Mestre,RTD.Civ1987,p.542;J.
Mestre,RTD.Civ1987,p.125;J.Ghestin,traite?de droit civil.Les obligations.
Le contrat. Formation.2e?d.LGDJ.1988, p.1024et s;M.L.Izorche, Contrats
 
conditionnels et difinitifs,RTD.com.1998,p.540et sがある。


















































































(５) 例えば G.Cornu,RTD.civ.1967,p.408et s;J-J.Burst,La nullite?des ventes
 
a?cre?dit pour de?passment du cre?dit autorise?,D.1970.chron,p.68;A.Sayag,La
 





































(９) J.Calais-Auloy＝F.Steinmetz,Droit de la consommation.5e?d,Dalloz 2000,
p.393et sは、少なくとも貸付金が売主に直接支払われた場合には、売主の破産の
リスクは貸主が負担するのがより公平であるとする。またこのような態度を示す破





























(10) 例えば、Th. Calais-Auloy, Fondement du lien juridique unissant vent et
 
pre?t dans le?pre?t lie??,JCP1984.e?d.G.Ⅰ3144;J.Calais-Auloy＝F.Steinmetz,
op.cit(9),p.385et s;J.Beauchard,Droit de la distribution et de la consomma-































(12) 例えば、破毀院商事部1984年11月13日判決（Bull civⅣ n309）がある。
(13) この他に、貸付契約より生じた債務が主たる契約の消滅によりコーズを失うに
至ったことを理由に、主たる契約の無効による貸付契約の無効を認めた破毀院第三















































































(17) 同判決の評釈として、第一事件について、L.Leveneur, Contrats conc con-





































































groupes de contrats”と不可分性を根拠とする J-B.Seubeのテーズ “L’


















(20) なおこの他に解除条件を挙げる者として、F.Arhab,Les conse?quences de la
 
nullite(ou de la re?solution)d’un contrat au sein des groupes de contrats,Rev.
rech.jur.1999,p.181et sが挙げられる。






(22) B.Teyssie,op.cit (21),p.33et s.
(23) B.Teyssieのテーズはこの契約の集合と転売や下請などの契約の連鎖を契約



































(26) 以下に検討する Seubeの他にも、J-M.Marmayou,Remarques sur la notion
 
d’indivisibilite? des contrats, Rev jur com1999, p.292et s;S.Amrani-Mekki,
Indivisibilite? et ensembles contractuels, L’ane?antissement en cascade des
 
contrats,Defre?nois2002,p.355et s;J.Moury,De l’indivisibilite?entre les obliga-
tions et entre les contrats,RTDciv1994,p.255et s;P.Reigne?,La re?solution pour
 
inexe?cution au sein des groupes de contrats, in La cessation des relations
 
contractuelles d’affaires,Colloque de L’institute de droit des affaires d’Aix en
 
Provence,30-31mai1996,PUAM1997,p.169et s等がある。
(27) J-B.Seub, L’indivisibilite? et les actes juridiques, Litec, Bibliothe?que de
 










































(32) J-B.Seube,op.cit (27),p.321et s.































(34) J-B.Seube,op.cit (27),p.421et s.

































































































譲渡については、M.Jeantin＝P.Le Cannu, Droit commercial. Instruments de
 



























(40) 但し本件のように b契約に a契約の仲裁条項と矛盾する定めがおかれていな
い場合とは異なり、例えば b契約に国内裁判所に管轄権限を付与する条項など矛
盾する条項が置かれていた場合には、条項間の優劣が問題となる。こうした問題に
ついて、例えば、G.Blanc,Clause compromissoire et clause attributive de jur-
idiction dans un me?me contrat ou dans un me?me ensemble contractuelle,De la
 
concurrence a? la subsidiarite?de la compe?tence des tribunaux e?tatiques, JCP
1997e?d EⅠ707は、仲裁条項は性質上管轄権限付与条項よりも広い射程を持ち、
紛争の解決についての当事者のより根本的な判断を示すものであるから、管轄権限
付与条項に優先しなければならないとしている。また J-B.Seube, op. cit (27), p.
353et sもこれに同旨。
(41) 例えば、破毀院第一民事部1992年７月16日判決（RTD com 1993, p.295, obs.
E.Loquin;JCP 1993e?d EⅠ231n6,obs.R.Cabrillac）など。














まずパリ控訴院1988年７月13日判決（JCP e?d E supple?ment 2 1989/4,












































































(43) こうした契約関係の画一化については、B.Teyssie,op.cit (21),p.214et s.
(44) B.Teyssie,op.cit (21),p.192et s.
































(46) B.Teyssie,op.cit (21),p.161et s.


































(49) J-B.Seube,op.cit (27),p.351et s.
(50) J-B.Seube,op.cit (27),p.365et s.




























したのがM.J.Boulanger,Usage et abus de la notion d’indivisibilite?des actes
 
juridiques,RTD civ1950,p.1et sである。
また近時においても不可分性概念の曖昧さは多くの者が指摘するところである。
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を、その契約の消滅をはじめとする各局面での処理にあたって既存の法理
を媒介にいかに反映していくかということに集約することができるのでは
ないだろうか。そしてあくまでその契約の当事者の意思を介する以上、こ
れにより契約の相対効原則は侵害されないのである。
五 おわりに
以上本稿では単一の取引内の相互に依存する契約間の影響関係一般の考
察の観点から、これまで我が国においてこうした契約間の影響関係が問題
となった抗弁の接続の議論と他の契約の不履行による契約の解除に関する
議論を検討し、この両議論の関係、特に抗弁の接続の議論の特殊性を示し
た上で、このことをより明らかにしさらに進んで単一の取引を形成するた
めに複数の契約が並存し、第三者与信型消費者信用取引をはじめとして契
約間の相互依存関係が問題となる取引である複合契約においてこの影響関
係一般を規律する法理、すなわち複合契約論を模索するためにフランスの
議論を参照した。
以上の検討から以下のことが明らかになった。
１ 抗弁の接続の議論と他の契約の不履行を理由とする契約の
解除の議論との関係
まず抗弁の接続の議論と他の契約の不履行による契約の解除に関する議
論との関係、特に前者に関する平成２年最判と後者に関する平成8年最判
との関係について。今日に至るまで二度にわたる割賦販売法の改正によ
り、第三者与信型消費者信用取引の抗弁の接続が認められる領域は大きく
拡張されてきた。また同法の適用のない取引についても一定の場合には判
例上抗弁の接続が信義則により認められている。このように抗弁の接続は
立法上および判例上定着を見たわけであるが、平成２年最判を頂点とする
判例法理は、抗弁の接続規定を購入者保護のための特別の立法であるとし
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てその類推適用の余地を認めず、また信義則を介しての抗弁の接続にも特
段の事情を求めるなど、抗弁の接続を認めることに厳格な態度を示してき
た。
これに対し平成８年最判を中心とする一群の判例はもっぱら二当事者間
の取引についてであるが、ある単一の取引内の一方の契約の不履行を理由
にその契約のみならず他方の契約をも解除できることを積極的に認める姿
勢を示し、ともに広い意味で契約間の関係を問題にしながら一見すると相
矛盾する態度をとっているかのような状況にあった。たしかに両議論は対
象とする取引も、また支払拒絶か契約の消滅かというようにその効果も異
にする。しかしながら両議論にはこのような両最高裁判決間の表面上の矛
盾に現れた以下のような本質的な差異があるといえよう。
すなわち、一方で抗弁の接続の問題は一面において売買契約に端を発す
る取引システム内のリスクを与信者に負担させるか購入者･消費者に負担
させるかというリスク配分の性格をもっていると評価できた。これによれ
ば抗弁の接続を認めることは与信者に販売業者からの回収不能のリスクを
負担させることを意味していた。したがって抗弁の接続を認めることで図
られる消費者･購入者保護はこうした与信者へのリスクの転嫁をも含むも
のだったのである。これに対して、他の契約の不履行による契約の解除の
問題は、契約の目的から不要になった契約の解除を認めるというものであ
り、そこでは当事者間での清算が予定され、リスク負担という問題が前面
に出なかったのである。
そしてこのことはフランス法の検討からも裏付けられる。フランスにお
いても我が国同様契約間の影響関係の問題は第三者与信型消費者信用取引
に相当する関連貸付に関する議論に始まっていた。同国において契約間の
相互依存性は、同取引についてのもっぱら消滅の局面での立法による承認
以降、判例および学説により二当事者および三当事者以上の同取引を含む
様々な取引で広く承認され、現在に至っているわけであるが、契約間の相
互依存性を一般化した判例･学説において意図されていたのはもっぱら余
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計な契約による拘束から当事者を免れさせることであり、ここでは一方当
事者の保護やリスクの振分けは問題になっていなかったのである。そして
このようにしてフランスにおいて契約間の相互依存性が一般性を獲得した
ことからも、対照的に我が国において平成２年最判と平成８年最判の態度
の相違に表れた両議論の断絶の原因が抗弁の接続の議論の持つリスクの配
分という性格そしてこれを含んだ上での購入者･消費者の保護という性格
にあることが示唆されるのである。
以上から抗弁の接続に関する立法およびこれを補完する判例がもっぱら
どのような場合に購入者を保護し与信者に負担を課するのかを問題とし、
複合契約における契約間の影響関係一般を扱う複合契約論から独立した法
領域をなしていると評価することができるであろう。そして抗弁の接続を
特定の取引についてリスクの転嫁までを含む購入者･消費者保護のための
確立した制度として見、その意義を積極的に認めこれをさらに推し進める
ことを支持したうえで、これとは別にこうした性格を持たないがより広く
こうした契約間の影響関係一般を扱う複合契約論を構想し、両法理の共存
を図ることが考えられてもよいのではないだろうか。したがって本稿は、
第三者与信型消費者信用取引における抗弁の接続さらには契約間の牽連関
係を広く他の取引にまで及ぼしていこうとする有力な学説を、複合契約論
の構築にあたって参照しつつも、こうした一元的なアプローチとは異なる
二元的な構想を提唱するものなのである。ただ抗弁の接続の制度がその趣
旨として一方当事者へのリスクの転嫁をも含意するものであるのに対し、
複合契約論がこれを意図するものではないといっても、契約間の影響関係
を認めることが結果として契約の一方当事者に損失を与えることがあるこ
とまでも否定するものではない。
２ 平成８年最判から複合契約論へ
では以上のように抗弁の接続の議論から区別される複合契約論とはどの
ようなものか。抗弁の接続の議論がその特殊性のゆえにそのモデルたりえ
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ないとするならば、他の契約で生じた不履行に基づく契約の解除の可否に
関する議論からこれを論ずることはできないだろうか。ところで抗弁の接
続を認める裁判例は第三者与信型消費者信用取引全体を達成しようという
当事者の意思に由来する売買契約と与信契約の相互依存関係の存在にも注
目していた。そして平成８年最判を中心とする判例はまさにこうした当事
者の意思に由来する契約間の相互依存関係に注目して契約の解除を認めて
いたのである。そこでこうした意思を複合契約における契約間一般の影響
関係の根拠とし、第三者与信型消費者信用取引をはじめその他様々な取引
において、消滅さらに消滅以外の局面でも影響関係を認めることはできな
いだろうか。
そこで二当事者および三当事者以上の様々な取引において消滅を中心に
契約間の相互依存性を認めてきたフランスの議論が参照される。同国の議
論から、まず契約間の相互依存性が、一方当事者の保護やリスク負担に関
わりなく、ある取引の全体を達成しようという当事者の意思、つまり当事
者が各契約を結んだ目的にその淵源を有し、当事者間の関係等はこれを徴
表するものでしかないことが、そしてこうした当事者の意思に由来する以
上この相互依存性は二またはそれ以上と当事者の数に関わりなく同時に存
在する複数の等価の契約間一般において認められることが強く示唆され
た。ここから同様にこうした当事者の意思、目的を根拠に契約の消滅を認
めた平成８年最判を契約間一般の少なくとも消滅の局面での影響関係を認
めた一例とし、第三者与信型消費者信用取引を始め様々な複合契約におい
てもこうした意思を根拠に契約の消滅を認めることができないだろうか。
またこのように意思を根拠にすることは抗弁の接続の議論以来学説上有力
に主張されてきたことなのである。なおここでの意思、目的とは当該の契
約当事者間で共有されるものであり、それゆえ一方当事者のみが持つ動機
とは区別されるべきものである。またこうした意思、目的は、たとえ当事
者がこれを明示していなくとも四囲の状況から推定されるものであること
から明らかなように、時として各当事者の実在の意図から離れる規範的な
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ものであることにも注意すべきであろう。
ところでフランスの契約間の相互依存性に関する学説や一部の判例は消
滅が不履行に起因するわけではないことから、消滅方法として主に無効や
失効を説いていた。この点で法定解除によった我が国の平成８年最判には
再考の余地がありうる。消滅が問題となった契約（売買契約）自体には債
務不履行がなかったからである。また他方で契約の消滅方法として失効と
いう構成を選択した東京地判平成15年３月28日の意義が比較法的に確認さ
れたことになる。いずれにせよ契約を結んだ目的から存在意義を失った契
約の消滅にふさわしい方法が選択されるべきではないだろうか。
またフランスにおいては一部の判例および学説において消滅以外の局面
でのこのような契約間の相互依存性もまた認められていた。たしかにこう
した判例や学説は少数であり、また認められる局面の外縁もその理論構成
もいまだ明らかではなく、今後の展開にその多くがゆだねられているとい
ってもいい。しかし少なくとも契約間の相互依存性を消滅以外の様々な局
面でも認めうることが確認できたのであり、我が国においても平成８年最
判を複合契約における契約間の影響関係のその一端を認めたものと見て、
これを基点に消滅以外の局面についても積極的な検討の余地が開かれたの
ではないだろうか。中でも同時履行の抗弁権についての検討が急を要する
課題である。
さらにその法的根拠についてフランスの判例や学説の多くは単一の契約
内において機能してきたコーズや不可分性を挙げ、これらをその機能の範
疇に契約の集合を含むよう修正してきた。ただ両見解については消滅の局
面でのその優劣をつけがたく、また不可分性はその他の局面をも包摂する
余地を持つものであるが、反面そのあいまいさが際立っていた。我が国に
おいて今後複合契約における契約間の影響関係の法的根拠を考える際、我
が国の民法典にも明文の規定のある（428条以下）不可分性概念に魅力を覚
えるが、現段階においてはいかなる法的根拠が各局面ごとにあるいは全局
面にわたって妥当すべきかを明らかにすることはできない。ただいずれに
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せよ法的根拠がこうした意思の受け皿となるべきものであることはフラン
スの議論を通じて明らかになったことなのである。
以上から結局複合契約における契約間の影響関係の問題は、一方当事者
の保護やリスクの配分とは係わりなく、ある取引の全体を行おうとする取
引当事者の意思、つまり契約を結んだ目的をその契約の処理にあたって既
存の法理を媒介にいかに反映していくかということに集約でき、複合契約
論はこうした意思を契約の処理にあたっていかに考慮するかというところ
にその本質を見出すことができるであろう。そしてここでは他の契約で生
じたこと（例えばその契約の消滅）から契約はなんらかの変動（例えば消
滅）を強いられるのではなく、契約はその当事者のこうした意思という内
在的な原因に基づいて処理されるにすぎない。したがって複合契約論は契
約の相対効原則をなんら侵害するものではないのである。
そして以上の観点から第三者与信型消費者信用取引以外の取引をも念頭
において契約間の牽連関係を論じた諸見解は再考されるべきであり、また
以上は平成８年最判以後の他の契約の不履行を理由とする契約の解除に関
する議論の残された課題、すなわち対象となる取引における当事者の多寡
や契約の消滅の理論構成、消滅以外の局面における契約間の影響関係の承
認如何についての一つの回答になりえないだろうか。
３ 今後の課題
最後に今後に残された課題について、複合契約に関する考察には多くの
課題が残されているが、本稿での考察を経て、特に以下の事項が今後の課
題として浮上した。
まず契約間の影響関係に関する議論の蓄積のあるフランスにおいても消
滅以外の局面に関する議論やこれら局面を含めた法的根拠に関する議論は
まだ始まったばかりであった。我が国においてもこれらは各局面に即して
今後論じられていかなければならないであろう。
次に契約の個数論について本稿では触れえなかった。同議論は複合契約
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論の前提をなしこれと機能的に連関する問題であり、近年関心が高まり研
究成果も出されている。今後複合契約論とともに更なる議論の蓄積が期待
される問題でもある。特に本稿のように広範に契約間の影響関係を認める
場合、契約の個数決定の段階で無理に契約の単一性を認める必要はなくな
る。契約の個数論はこれに応じてどのような役割を担うことになるのであ
ろうか。今後解明を要する問題である。
さらに本稿では契約が相互依存関係にある場合について検討し、消費貸
借契約と保証契約のように契約が主従関係にある場合を検討の対象から除
外していた。しかしながら契約が相互依存関係にあるか、それとも主従関
係にあるかは場合によっては相当に不明確である。したがって、契約が相
互依存関係にある場合との区別の基準の確立を含め、契約が主従関係にあ
る場合の契約間の影響関係の問題の検討も今後に残された課題である。
最後に本稿では契約の相対効原則そのものについて検討をなしえなかっ
た。いずれにしろ本稿は複合契約における契約間の影響関係を契約当事者
の意思、目的に還元させる立場をとっていたため、契約間の影響関係を認
めることが同原則との関係で問題を生じさせるとしても、同原則への侵害
は回避さ
(53)
れた。とはいえ議論の大前提であるこの契約の相対効原則の内容
はいまだ明らかでなく、今後の重要な課題であると考
(54)
える。
(53) 契約間の牽連関係の根拠を私見と同様に取引の当事者の意思に求める千葉恵美
子「割賦販売法上の抗弁接続規定と民法」民商93巻臨増（2）302頁以下、同「多数
当事者間の取引関係を見る視点」椿先生古稀記念『現代取引法の基礎的課題』(有
斐閣平成11年）195頁以下も牽連関係の根拠が意思による以上同原則に違反しない
ことを主張する。
(54) 我が国における契約の相対効原則については、山田誠一「契約の相対効」法教
152号39頁以下を、フランス法における契約の相対効原則については、高畑順子
「フランスにおける契約の相対効原則をめぐって」『フランス法における契約規範と
法規範』(法律文化社2002年）1頁以下を参照した。また拙稿「契約責任と第三者
（6)」早稲田大学大学院法研論集105号326頁以下においては、契約の連鎖における
契約の拘束力の第三者への拡張如何の観点から契約の相対効原則を再構成するM.
Bacache-Gibeiliの見解を紹介した。
なおフランスにおいて同原則は民法典第1165条に明文で規定されており、フラン
抗弁の接続と複合契約論（3･完)（都筑) 107
以上本稿は複合契約論の本質を解明し、抗弁の接続の議論の独自性を明
らかにすることを試みた。複合契約に関する議論は課題を山積しつつ端緒
についたばかりである。
［付記］ 本稿は、2003年度および2004年度早稲田大学特定課題研究助成費
（2003A-819；2004A-046）による研究成果の一部である。
ス民法典を継受した我が国の旧民法典の財産編345条にも同様の規定が置かれてい
たが、現行民法典の起草過程において、当然の原則であり規定をおく必要がないと
の理由により削除された。かくして我が国の民法上契約の相対効原則は不文の原則
になっているのである。
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